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Ｑ　

街
づ
く
り
の
た
め
に
公
共
交
通
を
市

民
み
ん
な
で
守
る
こ
と
が
重
要
。
地
域
振

興
に
鉄
道
を
生
か
す
た
め
の
具
体
的
施
策

は
。

Ａ　

島
原
鉄
道
は
地
域
活
性
化
の
面
か
ら

も
地
域
に
は
必
要
不
可
欠
な
社
会
基
盤
で

あ
る
。
１
号
機
関
車
を
モ
チ
ー
フ
に
し
た

観
光
列
車
の
活
用
な
ど
、
市
民
、
自
治
体

や
事
業
者
が
一
体
と
な
っ
て
進
め
た
い
。

Ｑ　

「
広
報
し
ま
ば
ら
」
に
公
共
交
通
利

用
促
進
の
掲
載
を
。

Ａ　

「
広
報
し
ま
ば
ら
」
で
呼
び
か
け
る

こ
と
は
可
能
で
あ
る
。

Ｑ　

高
齢
者
の
交
通
事
故
の
未
然
防
止
と

い
う
観
点
か
ら
運
転
免
許
証
返
納
者
へ
の

支
援
策
に
つ
い
て
。

Ａ　

高
齢
者
福
祉
交
通
機
関
利
用
助
成
事

業
と
半
島
タ
ク
シ
ー
協
会
の
タ
ク
シ
ー
割

引
料
金
事
業
が
あ
る
。
新
年
度
か
ら
高
齢

者
福
祉
交
通
機
関
利
用
助
成
事
業
は
年
齢

要
件
を
75
歳
か
ら
65
歳
に
引
き
下
げ
る
。

Ｑ　

教
育
は
ど
う
変
わ
る
の
か
。

Ａ　

現
行
指
導
要
領
か
ら
内
容
の
削
減
は

な
い
。
小
学
校
で
は
外
国
語
活
動
を
３
、

４
年
生
か
ら
始
め
、
５
、
６
年
生
で
教
科

化
と
な
る
。
中
学
校
は
部
活
動
が
成
果
主

義
に
走
ら
ず
、
社
会
に
出
た
と
き
に
役
立

つ
資
質
や
能
力
を
身
に
着
け
る
等
、
運
営

方
法
が
改
善
さ
れ
る
。

Ｑ　

教
員
の
多
忙
化
は
心
配
さ
れ
な
い

か
。

Ａ　

本
市
で
も
ノ
ー
残
業
デ
ー
、
休
養
日

を
明
確
に
す
る
た
め
に
ノ
ー
部
活
動
デ
ー

を
設
定
し
て
い
る
。
夏
休
み
に
は
、
学
校

閉
庁
日
を
設
定
し
て
い
る
。

Ｑ　

本
市
で
入
学
準
備
金
の
前
倒
し
は
で

き
な
い
か
。

Ａ　

平
成
30
年
度
に
中
学
校
に
入
学
す
る

生
徒
を
対
象
に
実
施
す
る
方
向
。

【
そ
の
他
の
質
問
項
目
】

◇
島
原
市
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
に　

　

つ
い
て

◇
働
き
や
す
い
島
原
市
を
目
指
す
施
策
に

　

つ
い
て

◇
白
山
保
育
園
の
現
状
と
経
過
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問

地
域
公
共
交
通
を
守
る
施

策
に
つ
い
て

問

学
習
指
導
要
領
改
定
案
に

つ
い
て

Ｑ　

新
生
児
の
ロ
タ
ウ
イ
ル
ス
予
防
対
策

に
補
助
金
制
度
を
創
設
し
て
は
。

Ａ　

国
で
定
期
接
種
化
の
審
議
を
さ
れ
て

い
る
。
国
や
県
内
自
治
体
の
動
向
を
踏
ま

え
今
後
検
討
し
た
い
。

Ｑ　

同
一
労
働
同
一
賃
金
の
考
え
方
で
、

保
育
士
の
給
与
改
善
は
十
分
か
。

Ａ　

国
の
処
遇
改
善
の
方
針
を
も
と
に
本

市
の
各
保
育
所
で
も
賃
金
改
善
が
実
施
さ

れ
て
い
る
。

Ｑ　

子
供
の
貧
困
対
策
に
つ
い
て
、
本
市

の
取
り
組
み
状
況
は
。

Ａ　

各
学
校
や
保
育
所
と
情
報
を
共
有
し

な
が
ら
、
密
接
に
連
携
し
た
い
。

Ｑ　

在
宅
介
護
支
援
金
の
支
給
を
旧
有
明

町
当
時
ま
で
増
額
で
き
な
い
か
と
考
え
る

が
、
幾
ら
必
要
と
な
る
か
。

Ａ　

新
た
に
１
４
０
０
万
円
程
度
の
財
源

が
必
要
と
な
る
。

Ｑ　

就
学
援
助
の
制
度
で
、
①
入
学
準
備

金
の
就
学
前
支
出
を
。
②
国
の
補
助
単
価

は
非
常
に
安
い
の
で
市
で
補
填
で
き
な
い
か
。

Ａ　

①
平
成
30
年
度
に
中
学
校
に
入
学
す

る
生
徒
を
対
象
に
実
施
す
る
方
向
で
準
備

し
て
い
る
。
②
財
政
状
況
が
厳
し
い
。
国

の
動
き
を
注
視
し
た
い
。

Ｑ　

国
保
の
広
域
運
営
化
で
、
国
保
会
計

は
ど
う
な
る
の
か
。

Ａ　

国
か
ら
の
財
政
支
援
や
国
保
の
都
道

府
県
化
も
ま
だ
途
中
で
あ
り
、
様
子
を
見

る
必
要
が
あ
る
。

Ｑ　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
負
担
増
等

の
変
動
は
な
い
か
。

Ａ　

持
続
可
能
性
を
高
め
る
た
め
に
世
代

間
の
負
担
公
平
、
負
担
能
力
に
応
じ
た
負

担
の
観
点
か
ら
見
直
さ
れ
る
。

Ｑ　

使
用
料
の
改
定
条
例
が
上
が
っ
て
い

る
が
、
市
民
に
負
担
を
お
願
い
す
る
前
に
、

市
有
地
や
公
共
施
設
を
貸
し
出
す
な
ど
や

る
べ
き
こ
と
が
あ
る
の
で
は
。

Ａ　

未
利
用
で
今
後
も
利
用
す
る
予
定
が

な
い
普
通
財
産
は
公
売
に
か
け
て
い
る
。
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問

福
祉
・
教
育
行
政
に
つ
い
て

問

新
た
な
財
源
確
保
を
ど
こ
に

求
め
る
の
か
。
企
業
に
は
サ
ー

ビ
ス
増
、
住
民
に
は
負
担
を

増
大
す
る
こ
と
は
な
い
か
。


